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（放課後子どもプラン）

次世代育成支援に関係する制度の現状

放課後子ども教室
（18年度までは地域子ども教室推進

事業、文部科学省）

０歳 青少年期６歳３歳１歳

地域子育て支援

保 育
放課後児童

９歳

放課後
児童クラブ

幼 稚 園

勤務時間短縮等の措置

働 き 方

（文部科学省）

経済的支援

児 童 手 当

育児休業給付

母子保健事業

出産手当金

出産育児
一時金

（努力義務）

※特記ないものは平成18年度

実績

（8,318か所、参加子ども数2,109万人（延べ））
（13,723か所、171万人）

（19.5.1現在）

（16,685か所、74.9万人）
（19.5.1現在）

小学校卒業まで
第1子、第2子月額5,000円、第3子以降月額10,000円

（3歳未満については第1子から月額10,000円）
1出産児に対して35万円

（分娩費用等に充当）

休業取得期間に対して休業前賃金の40%
（19年10月からは50%）が支給

標準報酬日額の
3分の2が支給

育児休業

母性健康管理、
母性保護

子どもが満1歳まで（保育所に入所できない
場合等は最大1歳半まで）取得可

産前6週、産後8週
（勤務させることが禁止）

通院のための休暇、通勤緩和、時
間外労働等の制限など

短時間勤務、フレックスタイム、始業・就業時間の繰上げ・繰下げ、所定外労働の免除、
託児施設の設置運営などのいずれかの措置の実施を事業主に義務付け

産前産後
休業

（認定こども園 105か所（19.8.1現在） ）

母子健康手帳交付
妊婦健診

乳幼児健診（（３ヶ月）・１歳半・３歳）／母子保健指導

全戸訪問 育児支援家庭訪問

認可外保育施設・事業所内託児施設等 （7178箇所18万人（18.3現在））

家庭的保育事業 ／ 病児・病後児保育

・トワイライトステイ事業（236箇所）
・ショートステイ事業（511箇所）

・ファミリー･サポート･センター （480か所）

社会的養護に関する事業 （乳児院120箇所・児童養護施設559箇所等）

児童館 4,716箇所（H17.10)

母子保健

社会的養護

･･･負担金（義務的経費）

･･･補助金（裁量的経費）

･･･一般財源化・社会保険等

延長保育・休日夜間保育・特定保育

地域の各種子育て支援
・一時預かり事業（6727か所）

・地域子育て支援拠点（4，363か所）

※実線は一般会計、波線は特別会計

認可保育所 （22,848か所、202万人）（19.4.1現在）
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保育サービスの全体像

延長保育

開所時間：１１時間 11時間超分

夜間保育（通常保育）
開所時間：１１時間

保育所（通常保育）
保育所運営費
（負担金）

月
火
水
木
金
土

特定保育
（週２～３日or
半日の

部分的利用）

トワイライトステイ
（夜間養護等事業）

時間軸：（早朝） （深夜）

認可外保育施設

幼稚園 預かり保育

家庭的保育

４時間
例）９：００から

児童育成事業
（補助金）

ソフト交付金
（補助金）

ソフト交付金
（補助金）

児童育成事業
（補助金）

児童育成事業
（補助金）

※上乗せ経費分

保育所運営費
（負担金） ＋

事業所内託児施設
雇用保険助成金

（補助金）

例：１１：００から ２２：００まで

例）７：００から 例）１８：００まで

病児・病後児保育
児童育成事業
（補助金）

例：１８：００から 例）２２：００まで

休日保育（日曜・祝日等） 児童育成事業
（補助金）

日
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「『子どもと家族を応援する日本』重点戦略」における
次世代育成支援関連給付・サービスの体系的整理

平成19年12月にとりまとめられた「『子どもと家族を応援する日本』重点戦略」においては、現行の次世代育成支援
に関連する給付・サービスについて、それぞれの給付・サービスが担っている機能に着目し、以下のように整理。

（第５回基本戦略分科会（平成19年10月）資料より抜粋）

（雇用政策）育児休業（給付）、短時

間勤務制度等

（福祉政策）保育 放課後児童クラブ

（現物給付） 一時預かり （現金給付） 出産・育児一時金 児童手当

健診・全戸訪問 子育て支援拠点 放課後子ども教室

共働き家庭片働き家庭
親
の
就
労
と
子
ど
も
の

育
成
を
支
え
る
支
援

す
べ
て
の
子
育
て
家
庭
に
対
す
る

支
援

機 能 支援の内容（典型的なもの）

（
対
個
人
給
付
）

（
対
集
団
支
援
）
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「基本的考え方」を踏まえた具体化が必要な検討事項

《保育サービスの提供の新しい仕組み （公的性格や特性も踏まえた新しい保育メカニズム）》

・ 保育サービスの必要性の判断基準（「保育に欠ける」要件の見直し）

・ 契約などの利用方式のあり方

・ 市町村等の適切な関与の仕組み（保育の必要度が高い子どもの利用確保等）

・ 情報公表や第三者評価の仕組み

・ 地域の保育機能の維持向上

《放課後児童対策の仕組み》

（ ※ 就学前保育・教育施策のあり方全般に関する検討 → 新たな検討の場 ）

《すべての子育て家庭に対する支援の仕組み》

妊婦健診、一時預かり、地域子育て支援拠点事業、全戸訪問事業等の

・ 量的拡充

・ 質の維持・向上

・ 財源のあり方

多
様
な
提
供
主
体
の
参
入
に
際
し
て
の
透
明
性
・
客
観
性

特別な支援を必要とする子供や家庭に対する配慮を包含

働き方の見直しの必要性

質
の
高
い
サ
ー
ビ
ス
に
よ
る
子
ど
も
の
最
善
の
利
益
の
保
障

質
の
向
上
に
向
け
た

取
組
の
促
進
方
策

《保
育
サ
ー
ビ
ス
の
「質
」の
維
持
・向
上
》

・
保
育
の
役
割
拡
大
に
応
じ
た
検
討

・
認
可
保
育
所
を
基
本
と
し
つ
つ
認
可
外
も

含
め
た
全
体
の
質
の
向
上

社
会
全
体
で
の
重
層
的
負
担
・「
目
的
・
受
益
」
と
連
動
し
た
費
用
負
担

・

地
方
負
担
の
あ
り
方
（
不
適
切
な
地
域
格
差
が
生
じ
な
い
）

・

事
業
主
負
担
（
給
付
・
サ
ー
ビ
ス
の
目
的
等
を
考
慮
）

・

利
用
者
負
担
の
あ
り
方
（
低
所
得
者
に
配
慮
）

包
括
性
・
体
系
性
、
普
遍
性
、
連
続
性
の
実
現


